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【Ⅰ 調査の概要】 

 

１ 調査の目的 

   工業の実態を明らかにすることを目的とする。 
 

２ 調査の根拠 

   統計法（昭和22年法律第18号）の規定による指定統計調査（指定統計第10号）に基づく。 
 

３ 調査の範囲 

   日本標準産業分類に掲げる大分類Ｆ－製造業に属する事業所（国に属する事業所を除く）を対象とする。 

なお、平成19年は非全数調査の年次であるため、従業者４人以上の事業所を対象に調査した。 

   ※ 西暦末尾０，３，５，８年には全事業所を対象に調査する。 
 

４ 調査の方法 

   従業者30人以上の事業所については「工業調査票甲」、従業者29人以下の事業所については「工業調査票乙」

により、事業所の管理責任者の自計申告により調査した。 
 
５ 調査事項       
   平成19年調査から、製造業の実態を的確に把握するため、製造以外の活動も捉える調査内容とした（製造品出

荷額等に「その他収入額」、原材料使用額等に「製造等に関連する外注費」、「転売した商品の仕入額」の項目追
加等）。 

   （１）事業所の名称及び所在地       ※（11）リース契約による契約額及び支払額 
   （２）本社又は本店の名称及び所在地    ※（12）製造品在庫額等                    
   （３）他事業所の有無            （13）製造品出荷額等                    
   （４）経 営 組 織                   （14）内国消費税額（酒税、たばこ税、揮発油税、 
   （５）資本金額又は出資金額                地方道路税の合計額）     
   （６）従 業 者 数                    （15）製造品出荷額等に占める直接輸出額の割合 
  ※（７）常用労働者毎月末現在数の合計     （16）主要原材料名                         
   （８）現金給与総額             （17）作 業 工 程                            
      （９）原材料使用額等                   ※（18）工業用地及び工業用水             
    ※（10）有形固定資産                     

    注：※印の調査事項は、「工業調査票甲」でのみ調査した。  
 

６ 調査の時期 

   平成19年１月１日から平成19年12月31日までの１年間について、平成19年12月31日現在で調査したもの 

である。 
 

７ 主な用語の説明 

   （１）事業所数 

      平成19年12月31日現在の数値である。なお、事業所とは、一般的に工場、製作所、製造所あるいは加

工所などと呼ばれ、一区画を占めて主として製造又は加工を行っているものをいう。 

   （２）従業者数 

      平成19年12月31日現在の常用労働者と個人事業主及び無給家族従業者との合計である。 

   （３）現金給与総額 

      平成19年１年間に、常用労働者のうち雇用者に対し決まって支給された給与（基本給、諸手当等）及び

特別に支払われた給与（期末賞与等）の額及びその他の給与額（退職金、常用労働者に含まれない臨時及び

日雇の者に対する給与等）の合計である。 

   （４）原材料使用額等 

      平成19年１年間における原材料使用額、燃料使用額、電力使用額、委託生産費、製造等に関連する外注



費及び転売した商品の仕入額である。 

   （５）製造品出荷額等 

      平成19年１年間における製造品出荷額、加工賃収入額、製造工程から出たくず・廃物の出荷額及びその

他収入額（修理料収入等）の合計である。 

   （６）付加価値額 

      従業者30人以上は付加価値額、従業者29人以下は粗付加価値額で計算したものである。 

   （７）在庫額 

      製造品、半製品及び仕掛品、原材料及び燃料の在庫額は帳簿価額によっている。 

   （８）有形固定資産 

      取得額（土地、建物・構築物、機械・装置、船舶・車両・備品等）は平成19年１年間における数値であ

り、除却額及び減価償却額など全て帳簿価額によっている。 

   （９）リース契約による契約額及び支払額 

      契約額とは、平成19年１月１日から平成19年12月31日までの１年間に契約（複数年契約のものを含

む）した契約額の総額をいう。支払額とは、上記１年間に支払ったリース料の総額をいう。 

   （10）内国消費税額 

      酒税、たばこ税、揮発油税及び地方道路税の合計額は納付すべき税額の合計である。 

   （11）工業用地 

      平成19年12月31日現在の数値である。敷地面積は事業所が使用（賃借を含む）している敷地の全面積

（生産設備以外の施設に使用している敷地は明確に区別できる場合は除く）である。建築面積は事業所敷地

内にある建築物の全面積であり、延べ建築面積は事業所敷地内にある全建築物の各階面積の合計である。 

   （12）工業用水 

      １日当りの水源別及び用途別用水量は、平成19年１月１日から平成19年12月31日までの１年間に事業

所で生産のために使用される用水（従業者の飲料水等を含む）の総量を操業日数で割ったものである。 

   

８ 集計項目 

   （１） 従業者数＝常用労働者数（正社員、正職員等、パート・アルバイト等、出向・派遣受入者）     

           ＋個人事業主及び無給家族従業者数 

   （２） 現金給与総額＝常用労働者に支払われた給与額＋その他の給与額 

   （３） 原材料使用額等＝原材料使用額＋燃料使用額＋電力使用額＋委託生産費 

              ＋製造等に関連する外注費＋転売した商品の仕入額 

   （４） 製造品出荷額等＝製造品出荷額＋加工賃収入額＋製造工程から出たくず・廃物の出荷額 

＋その他収入額（修理料収入額等） 

   （５） 生産額（30人以上）＝製造品出荷額＋加工賃収入額＋（製造品年末在庫額－製造品年初在庫額）＋

（半製品及び仕掛品年末価額－半製品及び仕掛品年初価額） 

   （６） 付加価値額（30人以上）＝製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製造品年初在庫額）＋（半製品及

び仕掛品年末価額－半製品及び仕掛品年初価額）－（消費税を除く内国消費

税額＋推計消費税額）－原材料使用額等－減価償却額 

   （７） 粗付加価値額（29人以下）＝製造品出荷額等－（消費税を除く内国消費税額＋推計消費税額） 

－原材料使用額等 

   （８） 有形固定資産の投資総額（30人以上）＝有形固定資産（土地を含む）の取得額＋建設仮勘定の年間増

減（増加額－減少額） 

  

９ 利用上の注意 

   （１）平成20年12月末日現在の県単独集計値である。 

      この結果書は、県独自に集計したものであり、経済産業省が公表する確定数値とは相違する場合がある。 

      （２）この調査結果の中で、平成18年以前の数値は経済産業省「工業統計表」による。 

   （３）平成19年調査では、従来にも増して事業所の把握に努めた結果、調査対象事業所数が増加した。また、

事業所の活動全体を把握するため、製造以外の活動を捉える調査内容としたことにより、時系列において、

平成19年と平成18年以前の数値では、定義が乖離することとなるが、本書では、調査で得られた数値をそ

のまま使用しているため、注意すること。 

   （４）産業の決定方法 

      産業別に集計するための産業格付の方法は、次のとおりである。 

      ① 一般的な方法                             

        日本標準産業分類に基づき、産業の格付を行っており、製造品が単品の事業所については、品目６桁

番号の上４桁で産業細分類を決定し、また、品目が複数の場合は、上２桁の番号（中分類）を同じくす



る品目の製造品出荷額等をそれぞれ合計し、その額の最も大きいもので２桁番号を決定する。次に、そ

の決定された２桁の番号のうち、前記と同様な方法で、３桁番号（小分類）、さらに４桁番号（細分

類）を決定し、最終的な産業格付としている。 

      ② 特殊な方法 

        上記の方法以外に、修理料収入が主たる場合でも製造業の対象とするもの、また、鉄鋼業の一部につ

いて、原材料、作業工程、機械設備等により特殊な産業格付を行っているものがある。 

   （５）産業中分類19－プラスチック製品製造業の中で一部の製造品製造業については、他の分類に格付される

ものがある。 

   （６）グラフでの産業名の略称は以下のとおりである。 

   産 業 中 分 類 名  略 称      産 業 中 分 類 名  略 称 

09.食料品製造業 

10.飲料・たばこ・飼料製造業 

11.繊維工業 

12.衣服・その他の繊維製品製造業 

13.木材・木製品製造業 

14.家具・装備品製造業 

15.パルプ・紙・紙加工品製造業 

16.印刷・同関連業 

17.化学工業 

18.石油製品・石炭製品製造業 

19.プラスチック製品製造業 

20.ゴム製品製造業 

 食 料 

 飲 料 

 繊 維 

 衣 服 

 木 材 

 家 具 

 紙 パ 

 印 刷 

 化 学 

 石 油 

 プ ラ 

 ゴ ム 

 21.なめし革・同製品・毛皮製造業 

 22.窯業・土石製品製造業 

 23.鉄鋼業 

 24.非鉄金属製造業 

 25.金属製品製造業 

 26.一般機械器具製造業 

 27.電気機械器具製造業 

 28.情報通信機械器具製造業 

 29.電子部品・デバイス製造業 

 30.輸送用機械器具製造業 

 31.精密機械器具製造業 

 32.その他の製造業 

 皮 革 

 窯 業 

 鉄 鋼 

 非 鉄 

 金 属 

一般機械 

 電 気 

 情 報 

 電 子 

 輸 送 

 精 密 

 そ 他 

                                                                                               

10 産業３類型別区分及び産業中分類別名称 

     ・基礎素材型産業…木材・木製品製造業、パルプ・紙・紙加工品製造業、化学工業、石油製品・石炭製品製

造業、プラスチック製品製造業、ゴム製品製造業、窯業・土石製品製造業、鉄鋼業、

非鉄金属製造業、金属製品製造業 

     ・加工組立型産業…一般機械器具製造業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業、電子部品・デバ

イス製造業、輸送用機械器具製造業、精密機械器具製造業 

     ・生活関連･その他型産業       …食料品製造業、飲料・たばこ・飼料製造業、繊維工業、衣服・その他の繊維製品製造業、

家具・装備品製造業、印刷・同関連業、なめし革・同製品・毛皮製造業、その他の製

造業 
 

11 圏域別区分                                              

 圏   域     市    郡  圏   域     市    郡 

岐阜圏域 

 ●岐阜地域 

 

 

西濃圏域 

 ●大垣地域 

 

 ●揖斐地域 

 

中濃圏域 

 ●中濃地域 

  ●郡上地域 

 ●可茂地区 

 

岐阜市、羽島市、各務原市、山県市、

瑞穂市、本巣市、羽島郡、本巣郡 

 

 

大垣市、海津市、養老郡、不破郡 

安八郡 

揖斐郡 

 

 

関市、美濃市 

郡上市 

美濃加茂市、可児市、加茂郡、 

可児郡 

東濃圏域 

  ●東 濃 西 部 地 域      

  ●中津川・恵那地域      

 

飛騨圏域 

  ●益田地域 

  ●飛騨地域 

 

 

 

多治見市、瑞浪市、土岐市 

中津川市、恵那市 

 

 

下呂市 

高山市、飛騨市、大野郡 

 

 

 


